
建設業者の農業参入に関するアンケート調査から（抜粋）

１ 調 査 時 期 平成１８年９月

２ 調査実施機関 特定非営利活動法人 超学際的研究機構

３ 調 査 対 象 福島県内の建設業者

４ 調 査 数 ３６３社

５ 有 効 回 答 １３７社 （回答率 ３７．７％）

６ 調 査 結 果

（１）農業参入への意向

項目 回答数 割合

既に参入している １３ ９％

参入する予定がある ２７ ２０％

参入する予定が無い ７３ ５３％

わからない ２４ １８％

計 １３７ １００％

（２）農業参入への動機

（１）で「既に参入 「参入予定あり」と回答した４０社からの回答」、

（以下（７）まで同じ）

（複数回答）

項目 回答数 割合

建設業の事業量が減少したため ２９ ３１％

地域の活性化や遊休農地の解消に役立つため １９ ２０％

建設業の閑散期に労働力を効率的に利用できるため １８ １９％

機械や技術を農業に応用できるため １１ １２％

従業員に農家出身者がいて参入のノウハウがあるため ９ １０％

その他 ６ ６％

計 ９３ １００％

（３）農業参入の形態

（複数回答）

項目 回答数 割合

現在の会社で農業を行う ２２ ４７％

別会社（農業生産法人等）を作り農業を行う １６ ３４％

農作業の請負（受託）のみを行う ６ １３％

まだ考えていない ３ ６％

計 ４７ １００％



（４）具体的な参入部門

（複数回答）

項目 回答数 割合

穀類 １９ ３３％

野菜 １６ ２８％

農作業の請負（受託） ９ １６％

果樹 ８ １４％

花き １ ２％

畜産 １ ２％

その他 ４ ７％

５８ １００％

（５）農地の確保の方法

（複数回答）

項目 回答数 割合

賃借 ２３ ６４％

社有地 １０ ２８％

購入 ３ ８％

計 ３６ １００％

（６）農業参入の問題

（複数回答）

項目 回答数 割合

販売先の確保 ３０ ２４％

収益性に対する不安 ２５ ２０％

初期投資資金の確保 １３ １０％

生産技術の不足 １３ １０％

参入にかかる情報収集 １２ １０％

農地の確保 １１ ９％

農地の整備 １１ ９％

その他 ９ ８％

計 １２４ １００％



（７）農業参入にかかる行政等への支援要望

（複数回答）

項目 回答数 割合

販路に関する情報提供を行って欲しい ２６ ２１％

農業参入に対する相談活動を行って欲しい ２２ １８％

機械、施設の導入に対する経費等の助成をして欲しい ２０ １６％

農業に関する情報の提供をして欲しい １６ １３％

農地取得の規制を緩和（撤廃）して欲しい １５ １２％

生産技術の取得に関する研修等を行って欲しい １１ ９％

機械、施設の導入に対する経費等の融資をして欲しい １１ ９％

その他 ２ ２％

計 １２３ １００％

（８）農業参入に消極的な理由

（１）で「参入予定なし 「わからない」と回答した９７社からの回答」、

（複数回答）

項目 回答数 割合

現在の経営を維持したい ４５ ２８％

農業に参入するメリットがない ３３ ２０％

異業種への参入自体を検討していない ３０ １９％

参入したいが販売面（販路の確保）で不安がある １３ ８％

参入したいが技術面で不安がある １２ ７％

農業以外の分野へ参入している（する予定） ７ ４％

農地の購入または賃借が困難である ７ ４％

参入したいが初期投資資金が不足している ６ ４％

その他 ８ ５％

計 １６１ １００％


